
大仙市入札契約資格等審査実施要綱の運用に関する基準

（趣旨）

第１条 この運用基準は、大仙市入札契約資格等審査実施要綱（以下「要綱」という ）。

に規定する委員会の運営、その他の基準について必要な事項を定めるものとする。

（案件の上程）

第２条 要綱第２条第２項第２号から第４号までに関わる案件を主管する課所等の長は、

当該案件について委員会の審査を受けようとするときは、契約検査課長が定める期日ま

でに執行伺その他の方法により契約検査課長に合議しなければならない。

２ 前項の合議に当たっては、次に掲げる審議資料を添付するものとする。

（１）当該工事、業務又は調達の内容

（２）条件付き一般競争入札にあっては必要な資格等要件案、指名競争入札又は随意契約

にあっては選定案及びその理由

（３）その他必要な資料

３ 上程案の調整及び審議資料の作成は契約検査課が行う。

（会議の開催）

第３条 会議の定例会は、週１回の開催を基本とし、必要に応じて臨時会を開催できるも

のとする。

（委員会の運営）

第４条 委員長が必要と認めるときは、説明のため委員以外の者が会議に出席することが

できる。

２ 要綱第２条第２項第２号から第４号までに関わる案件の審議は単件審査を原則とする。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合においては、一括審査とすることができ

る。

（１）条件付き一般競争入札に付す工事のうち、要綱第１２条別表第４に規定する等級別

発注標準表（以下「発注標準表」という ）の適用に疑義がないと認められる設計金。

額が１，０００万円未満の案件に係る資格の設定

（２）条件付き一般競争入札に付す建設コンサルタント業務等のうち、発注標準表の適用

に疑義がないと認められる設計金額が５００万円未満の案件に係る資格の設定

（３）条件付き一般競争入札に係る当該資格を有することの確認

（４）公益社団法人大仙市シルバー人材センター、営利を目的としない法人及び単一の目

的で設立された任意団体との随意契約案件であって、競争性のないことが明らかであ

る案件

（５）大仙市長期継続契約を締結することができる契約に関する条例（平成１８年大仙市
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条例第２４号）第２条の規定により契約する案件のうち、次に掲げる要件の全てに該

当するもの（長期継続契約として初めて契約する案件を除く ）。

ア 競争性がないことが明らかであり、契約相手方が毎年同一であるもの

イ 設計金額の総額が５００万円未満

３ 次の各号のいずれかに該当する場合において、緊急の必要により会議の招集が困難な

場合は、委員長及び当該施設等を所管する委員の合議により専決処分ができるものと

する。この場合において、専決処分を行った案件については、直近の委員会において

承認を得なければならない。

（１）災害に伴う応急工事及び応急工事に関連する設計

（２）重要な施設、設備若しくは車両等の修繕

（３）緊急を要する物品の調達

（４）その他委員長が必要と認めたもの

４ 要綱第４条第４項に定める回議による審査に代える場合は、回議の是非について委員

長の決定を受けるものとする。回議により審査する場合は、委員の全てに回議し、意見

を求めたのち委員長の決定を受けるものとする。

（要綱第６条第３項第３号イただし書の軽易な業務）

第５条 要綱第６条第３項第３号イ(土木関係建設コンサルタント業務）ただし書に定め

る軽易な業務については、次に掲げる内容を参考に判断するものとする。

（１）道路設計にあっては、原則として次に掲げる内容を含まないものとする。

ア 車道幅員が６ｍを超える幹線道路の設計

イ 軟弱地盤の設計（路床置換工法を除く）

ウ 特殊法面の設計

エ 構造計算及び安定計算を必要とする構造物設計

オ 公安委員会協議を必要とする交差点設計

（２）水路設計にあっては、原則として次に掲げる内容を含まないものとする。

ア 秋田県農業農村整備事業標準設計が適用できない構造物の設計

イ 複雑な水理計算を必要とする水路設計

（３）付帯施設の設計にあっては、前２号に準ずるものとする。

（入札参加資格の審査基準）

第６条 要綱第７条第３項に規定する審査基準について、建設工事の場合においては、次

の各号に掲げる事項をすべて満たす者を入札参加有資格者名簿に登載する。

（１）申請工種に係る総合評定値の通知を受けていること。

（２）申請工種に係る有資格技術者を保有していること。

（３）申請工種に係る工事の実績を有していること。

（４）個人にあっては事業主、法人にあっては当該法人及び監査役を除く役員全員につい
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て、大仙市税の滞納がないこと。

（５）社会保険に加入し（適用除外事業所を除く 、かつ社会保険料の滞納がないこと。。）

２ 前項第２号から第５号までの規定は、建設コンサルタント業務等の場合に準用する。

この場合において、各号中「工種」とあるのは 「業種」に 「工事」とあるのは 「業、 、 、

務」と読み替えるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この基準は、平成２３年４月１日から施行する。

（大仙市入札参加資格審査基準の廃止）

２ 大仙市入札参加資格審査基準（平成２１年４月１日施行）は、廃止する。

附 則

この基準は、平成３０年２月２２日から施行する。

附 則

この基準は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この基準は、令和３年４月１日から施行する。


